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１ 計画の背景及び目的 
（１）背 景 

国においては、平成２５年１１月に策定された「インフラ長寿命化基本計画」（イン

フラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議決定）において、インフラの管理者

及び当該インフラを所管する国や地方公共団体の各機関に、各インフラの維持管理・

更新などを着実に推進するための中長期的な取組みの方向性を明らかにする計画とし

て、「インフラ長寿命化計画（行動計画）」を策定すること、さらには行動計画に基づ

き、個別施設ごとの具体的な対応方針を定める計画として、「個別施設ごとの長寿命化

計画（以下「個別施設計画」という。）」を策定することとされました。 

文部科学省においても、これらを受け、平成２７年３月に策定された「文部科学省

インフラ長寿命化計画（行動計画）」において、公立学校施設の管理者などに、個別施

設計画の策定を求めました。 

なお、「文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）」は、令和３年３月に令和３

年度から令和７年度までを期間とする計画に改訂され、引き続き管理者に個別施設計

画を策定することを求め、インフラ長寿命化対策の取組みを推進しています。 

大野市では、国のインフラ長寿命化基本計画に先駆け、平成２５年３月に「大野市

公共施設再編方針」を、同年１０月に「大野市公共施設再編計画」を策定し、公共施

設の適正配置に取り組んできました。 

その後は、公共施設とインフラ資産の適正配置を踏まえた維持管理や中長期的な財

政負担の軽減と平準化を図るため、国が求める行動計画として「大野市公共施設等総

合管理計画」を平成２９年３月に策定しました。 

そして、この総合管理計画に基づく公共施設の適正配置に特化した行動計画として、

平成３０年３月に「大野市公共施設再編計画」を「大野市公共施設等総合管理計画（大

野市公共施設再編計画編）」に改訂しました。 

併せて、施設類型ごとの個別施設計画として「大野市公共施設等総合管理計画（個

別施設計画編）」を平成３０年３月に策定、令和３年３月には改訂し、インフラ長寿命

化対策に取り組んできました。 

大野市教育委員会においても、学校施設の老朽化対策及び継続的な改修は必須とな

っています。このため、令和３年１２月に大野市小中学校再編計画を改訂したことを

踏まえ、今後は再編後の学校数や施設の老朽化状況も見通しつつ、安全性を最優先と

して、計画的に小中学校の改修を進めることが必要となっています。 

また、これまで学校施設に不具合があった際に保全を行う事後保全型の管理から、

計画的に施設の点検・修繕などを行い、不具合を未然に防止する予防保全型の管理へ

の転換も必要となっています。 
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（２）目 的 

大野市においては、高度経済成長期の急激な人口増加に伴い、昭和４０年代後半か

ら昭和６０年代前半にかけて、多くの学校施設を鉄筋コンクリート造により整備して

きました。 

令和３年度においては、市内の７０％以上の学校施設が建築から３０年以上経過し、

老朽化が進み、今後、補修などの維持管理経費が増加するとともに、大規模改修も一

定の時期に集中することと予測しています。 

また、学校施設については、児童生徒の学習・生活の場であり、教育内容の変化や

教育の情報化、バリアフリー化などのさまざまな社会的要請に対応しながらも、快適

で十分な安全性や防災性、衛生的な環境などを備えた施設であることが求められてい

ることから、適切な時期に改修を行う必要があります。 

このため、経年劣化が見られる学校施設を適切に維持管理し長期にわたり使用する

ため、安全性を最優先に、大野市小中学校再編計画の改訂に合わせ、学校施設を計画

的に改修、維持管理することを目的に大野市小中学校施設管理計画（以下「管理計画」

という。）を策定します。 

   

（３）計画の位置付け 

管理計画は、大野市公共施設等総合管理計画を上位計画とし、文部科学省が求める

学校施設の長寿命化計画（個別施設計画）として、大野市内小中学校施設の個別施設

計画を定めます。 

また、管理計画では、大野市小中学校再編計画に基づく学校施設の改修計画を定め

ます。 

  
図１ 計画の位置付け 
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（４）計画の期間 

管理計画の期間は、令和４年度から令和１３年度までの１０年間とします。 

ただし、計画の期間内であっても、大野市公共施設等総合管理計画や大野市小中学

校再編計画の進捗状況、社会情勢の変化などに応じて適宜に必要な見直しを行います。 

 

（５）対象の施設 

管理計画の対象となる学校施設は、令和３年４月１日現在の大野市立小中学校とし、

表１のとおり小学校９校、中学校５校とします。 

 

 表１ 対象施設の一覧 

区   分 番号 学 校 名 住    所 

小 学 校 

１ 有終西小学校 大野市城町９－１ 

２ 有終南小学校 大野市春日二丁目８－３０ 

３ 有終東小学校 大野市美里町９０１ 

４ 小山小学 校 大野市下舌９－１－１ 

５ 下庄小学 校 大野市中野町二丁目１－１ 

６ 上庄小学 校 大野市稲郷２７－１１ 

７ 阪谷小学 校 大野市伏石１１－１４ 

８ 富田小学 校 大野市上野４２－３ 

９ 和泉小学 校 大野市朝日３４－３（和泉中学校併設） 

中 学 校 

１ 開成中学 校 大野市新庄１６－７ 

２ 陽明中学 校 大野市陽明町三丁目１５１４ 

３ 上庄中学 校 大野市稲郷７４－２５ 

４ 尚徳中学 校 大野市土打４５－９ 

５ 和泉中学 校 大野市朝日３４－３（和泉小学校併設） 

 

 

 

 

  

【有終南小学校】 【陽明中学校】 
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２ 学校施設等の現状 
（１）学校施設の概要 

   大野市教育委員会は、表２及び表３のとおり、令和３年度には１４校の学校施設を

維持管理しています。これらの施設は、普通教室棟や特別教室棟、体育館など複数の

棟で構成され、その建物の多くは、鉄筋コンクリート造の構造で、建築年、耐震補強

や増改築などさまざまな時期に整備されています。 

   なお、大野市小中学校再編計画では、令和６年４月に中学校５校を２校（開成・陽

明中学校）に、令和８年４月に小学校９校を７校（有終西・有終南・有終東・下庄・

上庄・富田・和泉小学校）に再編することを計画しています。 

    

 表２ 小学校の概要一覧 

番

号 
学 校 名 

建築年度（建築年月） 

※普通教室棟 

経 過 

年月数 

敷地面積 

(㎡) 

延床面積 

(㎡) 

児童数

(人) 

学級数(学級) 

普通学級 特別支援 

１ 有終西小学校 平成 18 年度(H18.6) 14年 11 ヵ月 32,235 8,976 152 6 2 

２ 有終南小学校 昭和 55 年度(S55.7) 40年 10 ヵ月 18,894 6,859 337 12 3 

３ 有終東小学校 昭和 53 年度(S53.6) 42 年 11 ヵ月 21,019 6,138 279 12 2 

４ 小山小学 校 昭和 62 年度(S63.3) 33 年 2 ヵ月 19,209 3,170 41 4 0 

５ 下庄小学 校 昭和 59 年度(S60.3) 36 年 2 ヵ月 17,965 6,451 300 12 2 

６ 上庄小学 校 昭和 57 年度(S58.3) 38 年 2 ヵ月 17,628 4,927 123 6 1 

７ 阪谷小学 校 昭和 55 年度(S56.3) 40 年 2 ヵ月 24,097 2,794 24 3 1 

８ 富田小学 校 平成 15 年度(H16.2) 17 年 3 ヵ月 13,098 3,693 109 6 1 

９ 和泉小学 校 平成 17 年度(H18.3) 15 年 2 ヵ月 16,849 5,093 11 3 1 

小学校 合計 180,994 48,101 1,376 64 13 

（令和３年(２０２１年)５月１日現在） 

 

 表３ 中学校の概要一覧 

番

号 
学 校 名 

建築年度（建築年月） 

※普通教室棟 

経 過 

年月数 

敷地面積 

(㎡) 

延床面積 

(㎡) 

生徒数

(人) 

学級数(学級) 

普通学級 特別支援 

１ 開成中学 校 昭和 48 年度(S49.3) 47 年 2 ヵ月 30,856 7,351 287 10 2 

２ 陽明中学 校 昭和 46 年度(S47.3) 49 年 2 ヵ月 29,246 7,170 346 12 2 

３ 上庄中学 校 昭和 61 年度(S62.2) 34 年 3 ヵ月 45,032 4,105 69 3 1 

４ 尚徳中学 校 昭和 36 年度(S36.10) 59 年 7 ヵ月 42,648 4,845 73 3 0 

５ 和泉中学 校 平成 17 年度(H18.3) 15 年 2 ヵ月 和泉小に含む 和泉小に含む 7 2 1 

中学校 合計 147,782 23,471 782 30 6 

（令和３年(２０２１年)５月１日現在） 



5 

1,954 

1,678 
1,554 

1,481 

1,391 1,376 

1,159
1,052

1,125 

935 
870 812 813 782 

719
63384

72 73 70 67 64
58 58

41
37 35 35 32 30 28 28

0

50

100

150

200

250

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H20 H25 H28 H30 R2 R3 R9 R12

クラス数

(組)

児童・生徒数

(人)

小学校児童数 中学校生徒数 小学校クラス数 中学校クラス数

（２）児童生徒及びクラス数の推移 

小中学校の児童生徒の合計数は、平成２０年度の３，０７９人から減少を続け、令

和３年度には２，１５８人になり、約３０％減少しています。さらに、これまでの出

生者数から令和１２年度の児童生徒数は、平成２０年度の半数に近い人数になると予

想されています。小中学校のクラス総数についても、緩やかな減少傾向となっていま

す。 

 なお、普通教室においては、児童生徒数が減少しているものの、タブレット端末の

一人一台配備や新規格となる広い机への整備などにより、逆に手狭になっています。 

また、クラス数の減少により空き教室が発生していますが、児童生徒の個別指導や

多目的学習など、多様な授業に対応するため空き教室を活用しており、ほとんどの小

中学校では教室数に余裕がない状態となっています。 

  

 
 図２ 小中学校の児童生徒及びクラス数推移グラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・大野市小中学校再編計画資料を引用 

 ・クラス数は普通教室数とし、特別支 
援教室数を含まない。 
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R2

（３）学校施設の築年別整備状況 

小中学校の学校施設は、全ての校舎及び体育館で耐震基準を満たしており、児童生

徒の安全を確保することはできているものの、学校施設の７７％が築３０年以上で、

８１％が築２０年以上経過しており、老朽化が進んでいます。 

なお、最も古い校舎は、昭和３６年に建築された尚徳中学校の校舎で、次いで、昭

和４０年代に陽明中学校、開成中学校、昭和５０年代に有終東小学校、有終南小学校

などの５校の順となっています。 

 

 
図３ 築年別整備状況グラフ 
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（４）学校施設の配置状況 

大野市内の小学校施設については、市街地に４校（有終西・有終南・有終東・下庄

小学校）が、村部に５校（小山・上庄・阪谷・富田・和泉小学校）が立地しています。 

  

 

図４ 小学校施設の配置図 
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中学校施設については、市街地に２校（開成・陽明中学校）が、村部に３校（上庄・

尚徳・和泉中学校）が立地しています。 

 

 

図５ 中学校施設の配置図 
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平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

小学校合計 中学校合計

（千円） 修繕・工事費 管理費 光熱水費・燃料費

（５）学校施設の維持経費 

小中学校施設の維持経費は、光熱水費・燃料費、業務委託料や検査手数料などの管

理費、修繕・工事費で構成されています。平成２９年度から令和元年度までの３年間

における年間の維持経費は、小学校９校で約２億５，０００万円、中学校４校で  

約１億３，５００万円の合計約３億８，５００万円となっています。１校当たりの年

間維持経費は、小学校で１校当たり約２，７００万円、中学校で１校当たり約  

３，３００万円となっています。 

なお、令和２年度は、ＧＩＧＡスクール構想によるＷｉＦｉ環境整備工事と新型コ

ロナウイルス感染症対策による職員室トイレの洋式化や水栓のレバーハンドル化など

の修繕を実施しているため、他の年度より大幅に経費が増加しています。 

 

          表４ 学校施設維持経費の一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 学校施設維持経費の推移グラフ 

  

※小学校の維持経費には、和泉中学校及び給食センターの経費が含まれる。 

※管理費には、業務委託料、検査手数料、借地代、人件費(施設管理員・調理員)、その他の学校施設の 
維持にかかる経費が含まれる。なお、消耗品や備品の購入費、印刷費、人件費（教職員）は含まない。 

区　分 年　　度
光熱水費・
燃　料　費

管　理　費
修　繕　・
工　事　費

施 設 維 持
経費の合計

平成29年度 60,927,037 169,140,518 23,811,748 253,879,303

平成30年度 61,821,507 173,843,185 14,100,175 249,764,867

令和元年度 59,707,811 172,546,965 14,646,527 246,901,303

令和2年度 60,184,070 168,966,738 154,478,050 383,628,858

平成29年度 23,905,665 103,875,047 6,167,777 133,948,489

平成30年度 25,599,339 105,554,040 5,093,171 136,246,550

令和元年度 23,760,508 105,826,109 5,452,852 135,039,469

令和2年度 23,318,985 102,632,675 114,441,715 240,393,375

平成29年度 84,832,702 273,015,565 29,979,525 387,827,792

平成30年度 87,420,846 279,397,225 19,193,346 386,011,417

令和元年度 83,468,319 278,373,073 20,099,379 381,940,771

令和2年度 83,503,055 271,599,413 268,919,765 624,022,233

小学校

中学校

小中学校
合　　計
(14校)
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ｚ

図７ 各小中学校の学校施設維持経費の推移グラフ 

（光熱水費・燃料費、管理費、修繕・工事費の合計） 
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３ 学校施設の老朽化の実態 
（１）建物の構造躯体の実態 

令和２年度に、昭和の年代に建築された校舎とすべての体育館について、躯体の老

朽化状況を把握するため、建物のコンクリート壁からコア（円柱）を抜き取り、コン

クリートの圧縮強度と中性化状況を調査しました。 

調査では、尚徳中学校の校舎を除き、全ての小中学校施設（校舎・体育館）の構造

躯体は、今後適切に維持管理すれば、大野市公共施設等総合管理計画（個別施設計画

編）で定める目標耐用年数である８０年程度までの使用に適したコンクリート強度を

持っていることが判明しました。 

なお、尚徳中学校の北校舎及び南校舎は、表５のとおり圧縮強度試験及び中性化試

験ともに基準を満たしていません。これは、昭和３６年の建築から５９年が経過し市

内で最も古いことや、コンクリートに含まれる骨材（小石）が他校より大きいため圧

縮強度が低下し、基準値を下回る結果となっています。 

また、開成中学校及び陽明中学校は、文部科学省が作成した「学校施設の長寿命化

計画策定に係る解説書」による長寿命化改修の目安である建築経過年数の４５年を過

ぎていますが、調査結果からは、両校とも８０年程度の使用に十分耐えることができ

る構造躯体であることが判明しています。 

 

表５ 構造躯体の劣化状況調査の結果（抜粋） 

調 査 名 基 準 値 調 査 内 容 学校名 調 査 箇 所 調査結果 

圧縮強度

試  験 

13.5 

KN/mm2 

以上 

コアに圧縮力を加え、破壊時の強度を調

べる。基準値を下回る建物は、耐用年数

を超えて使用する長寿命化には適さな

い。 

尚 徳 

中学校 
南校舎１階西階段室 

12.7 

KN/mm2 

中 性 化 

試  験 

深 さ 

(平均値) 

30 ㎜ 

以内 

コアにフェノールフタレイン溶液を噴霧

し、表面からどのくらい中性化が進行し

ているのかを調べる。コンクリートは

元々アルカリ性で中性化が進むと、中の

鉄筋が錆び、体積の膨張によりコンクリ

ートがひび割れる。 

尚 徳 

中学校 

北校舎１階東階段室 53.7㎜ 

南校舎２階東階段室 44.4㎜ 

南校舎２階西階段室 41.4㎜ 

北校舎２階東階段室 60.6㎜ 

 

 

  

【コアの抜き取り状況】 【圧縮強度試験の状況】 【中性化試験の状況】 
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（２）建物（構造躯体以外）及び設備の実態 

各小中学校の建物（構造躯体以外）及び設備の状況を把握するため、文部科学省「学

校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」に基づき、令和元年度及び２年度に、建物・

設備などの劣化状況を調査しました。 

その結果、建物の外壁や屋根・屋上、床や内壁などの内装仕上げ、水道やトイレ設

備、照明などの電気設備などについて、全ての小中学校において、改修又は補修が必

要となる経年劣化が見られます。 

今後は、さらに詳細な調査を行い、各小中学校の状況に応じた改修及び補修を行う

ことが必要になります。 

   

表６ 学校施設の劣化状況表 

学 校 名 建 物 名 
構 

造 

階

数 

延床 

面積 

(㎡) 

建築 

年度 

建築経 

過年数 

(R3.4.1時点) 

劣化状況の評価 
健全度 

(100点満点) 
屋根・ 

屋上 
外壁 

内部 

仕上 

電気

設備 

機械

設備 

有 終 西 

小 学 校 

普 通 教 室 棟 S造 1 2,517  H18 14 C D C C D 28 

特 別 教 室 棟 S造 1 2,071  H18 14 B B C C C 53 

プール･講堂･屋内体育館棟 S造 2 4,338  H18 14 C D C C D 28 

有 終 南 

小 学 校 

特別教室棟(北) RC造 3 3,189  S55 40 A C B C B 62 

普通教室棟(中) RC造 3 1,091  S55 40 A C B B B 67 

普通教室棟(南) RC造 3 1,322  S55 40 A C B B B 67 

屋 内 体 育 館 RC造 1 1,257  S56 39 A C B B B 67 

有 終 東 

小 学 校 

特 別 教 室 棟 RC造 2 2,469  S53 42 C C B B B 62 

普 通 教 室 棟 RC造 3 2,402  S53 42 B C B B B 65 

屋 内 体 育 館 RC造 1 1,267  S53 42 C C C C C 40 

小  山 

小 学 校 

玄 関 棟 RC造 2 325  S62 33 C B B B B 72 

管理・特別教室棟 RC造 2 903  S62 33 B B B B B 75 

普 通 教 室 棟 RC造 2 1,047  S62 33 C B B B B 72 

屋 内 体 育 館 RC造 1 895  S62 33 B B B B B 75 

下  庄 

小 学 校 

普通教室棟(南) RC造 3 2,580  S59 36 A B C B B 64 

普通教室棟(北) RC造 3 2,611  H21 11 A C A A A 83 

体 育 館 RC造 1 1,260  H 1 31 B B B B B 75 

上  庄 

小 学 校 

特 別 教 室 棟 RC造 3 1,967  S57 38 B B B B B 75 

普 通 教 室 棟 RC造 3 1,747  S57 38 B C B B B 65 

屋 内 体 育 館 RC造 1 1,213  S57 38 C C C C C 40 

阪  谷 

小 学 校 

特 別 教 室 棟 RC造 2 1,330  S55 40 C D C C B 36 

普 通 教 室 棟 RC造 1 728  S55 40 B B B B B 75 

体 育 館 RC造 1 736  S56 39 B C B B B 65 
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※劣化状況の評価基準及び健全度は、文部科学省「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」から引用 

◎評価基準・・・目視及び全面的な改修年からの経過年数により学校施設の劣化状況を４段階で評価                     

   ・Ａ評価……概ね良好な状況          ・Ｃ評価……全体的に経年劣化が見られる状況 

・Ｂ評価……部分的に経年劣化が見られる状況  ・Ｄ評価……早急に対応する必要がある劣化・不具合 

 

 

 

学 校 名 建 物 名 
構 

造 

階

数 

延床 

面積 

(㎡) 

建築 

年度 

建築経 

過年数 

(R3.4.1時点) 

劣化状況の評価 
健全度 

(100点満点) 
屋根・ 

屋上 
外壁 

内部 

仕上 

電気

設備 

機械

設備 

富  田 

小 学 校 

普 通 教 室 棟 RC造 2 1,781  H15 17 B B A A C 83 

特 別 教 室 棟 RC造 2 819  H14 18 A B A A C 86 

ラ ン チ ル ー ム W造 1 369  H14 14 A B A A A 93 

体 育 館 RC造 1 724  S51 44 B B C C C 53 

開  成 

中 学 校 

特別教室棟(北)・便所棟(東)・玄関棟 RC造 3 3,056  S49 46 B B B C B 70 

特別教室棟(西) RC造 1 351  S50 45 B B B B B 75 

普通教室棟・便所棟(西)・給食棟 RC造 3 2,358  S48 47 B B C C C 53 

屋 内 体 育 館 RC造 2 1,586  S50 45 D B B B B 70 

陽  明 

中 学 校 

管理・特別教室棟  RC造 3 2,504  S47 48 B C C C C 43 

特 別 教 室 棟 RC造 2 428  H 3 29 B B C B B 62 

普 通 教 室 棟 RC造 3 2,764  S46 49 B D C C C 34 

屋 内 体 育 館 RC造 1 1,474  S48 47 B B C C C 53 

上  庄 

中 学 校 

普 通 教 室 棟 RC造 2 1,895  S61 34 C B B B B 72 

特 別 教 室 棟 RC造 2 653  S61 34 A C B B B 67 

管 理 室 棟 RC造 1 340  S61 34 A B B B B 77 

屋 内 体 育 館 RC造 1 1,217  S62 33 A B B B B 77 

尚  徳 

中 学 校 

玄 関 棟 S造 2 346  H13 19 B A A A A 98 

普 通 教 室 棟 RC造 2 1,420  S36 59 B C C C C 43 

管 理 室 棟 RC造 3 1,620  S37 58 B C C C C 43 

便 所 棟 S造 1 152  H18 14 B A A A A 98 

屋 内 体 育 館 S造 1 1,307  H13 19 A B A A A 93 

和  泉 

小  中 

学  校 

校 舎 RC造 3 3,009  H17 15 A B B A B 81 

特 別 教 室 棟 RC造 3 678  S62 33 B B B B B 75 

屋 内 体 育 館 RC造 2 1,406  S60 35 B B B B C 71 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

◎健 全 度・・・５つの部位の評価基準に評価点とコスト配分を定め、１００点満点で数値化した評価指標                     

  ・健全度が４０点未満は、優先的に長寿命化改修等の対策を講じることが望ましい。 

  ・健全度の点数に関わらず、Ｃ及びＤ評価は改修又は補修することが望ましい。 
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４ 学校施設の目指すべき姿 
大野市では、大野市教育理念 「明倫の心を重んじ 育てよう 大野人」 を普遍のバ

ックボーンとして、優しく、賢く、たくましい大野人を育てるため、大野市の特色を十

分に生かし、大野らしさが生きる教育を進めています。 

大野市の教育に関する大綱では、人口規模や立地条件及び大野市の持つ人情の厚さや

自然の豊かさ、歴史の深さなど、その長所を十分に生かすとともに、国際化社会や高度

情報化社会の進展など変化の大きい社会に対応することができる大野人を育てる教育を

推進しています。この大綱に基づき作成する各種計画や大野市教育方針によって、具体

的な取組みを進めています。 

学校施設は、これらの大野市が目指す学校教育を実現するための場であるとともに、

避難所をはじめとしたさまざまな用途が求められています。また、老朽化対策において

は、単に劣化した施設を建築時の状態に戻すだけでなく、時代のニーズに柔軟に対応し

た施設へと転換を図ることが求められています。 

これらのことから、管理計画では、大野市が目指す学校教育を実現するため、次の４

つの視点から、学校施設のあるべき姿の実現を目指します。 

 

（１）安全・安心な学校施設 

学校施設は、児童生徒や教職員などが１日の多くの時間を過ごす学習・生活の場で

あるとともに、災害時には地域の指定避難所としての役割も担うことになります。 

このため、第一に児童生徒や教職員が安全・安心な学校生活が送れるよう適切に維

持管理し、必要な改修及び補修を実施することにより、学校施設の安全性や防災性の

確保を推進します。 

また、不審者の侵入防止など防犯性も備えた施設を目指します。 

 

（２）教育環境の充実 

学校施設は、大野市が目指す学校教育の実現の場所になります。児童生徒が公平で

最適な教育を受けることができる権利を保障するため、充実した教育環境を提供する

ことができる施設を目指します。 

また、新型コロナウイルスをはじめとする感染症への対応や国際化社会及び高度情

報化社会の進展などの社会情勢による学校教育の変化にも柔軟に対応することができ

る施設を目指します。 

特にＩＣＴ環境については、タブレット端末を一人一台配備し活用できる環境をさ

らに充実し、個別最適な学びと協働的な学習の一体化を図り、「令和の日本型教育」を

推進します。 

 

（３）生活環境の向上 

空調設備の整備やトイレの乾式化・洋式化などの生活環境を整備し、児童生徒や教

職員が健康的で快適な学校生活を送ることができる学校施設を目指します。 
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また、特別な教育的ニーズがある児童生徒を支援する教育環境も一層充実させる必

要があります。障がいのある児童生徒や教職員などが安全かつ円滑に学校生活を送る

ことができる施設を目指します。 

学校施設のバリアフリー化については、施設の運営、管理及び人的支援などのサポ

ート体制との連携も考慮します。 

 

（４）学校施設の脱炭素化 

国においては、２０５０年までに脱炭素社会の実現を目指すことを令和２年１０月

に宣言するなど、脱炭素社会の実現に向けた取組みを大きく加速させています。 

大野市においても、令和３年３月に２０５０年までに市内の二酸化炭素排出量を実

質ゼロにする「ゼロカーボンシティ」の実現に挑戦することを宣言し、脱炭素社会の

実現を視野に入れた取組みを積極的に推進しています。 

学校施設においても、脱炭素化設備への改修や更新、再生可能エネルギー電力など

への切り替えを検討して脱炭素化に向けた取組みを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【タブレット端末を使ったグループでの学び合い】 

【他校とのオンライン交流授業】 
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５ 学校施設の改修方針 
学校施設の整備においては、施設の目指すべき姿を実現しつつ、全ての児童生徒に最

適な教育環境を提供することが重要になります。そこで、次の４項目に基づき、学校施

設の改修を推進します。 

 
（１）目標耐用年数 

大野市公共施設等総合管理計画（個別施設計画編）では、鉄筋コンクリート造の建

物は、適切に維持管理され、構造躯体のコンクリート強度が確保されていれば、長寿

命化を図り耐用年数を超えて使用することも可能とされ、８０年程度を目標耐用年数

とすることが定められています。 

このため、学校施設の目標耐用年数を鉄筋コンクリート造及び鉄骨造では８０年程

度とし、木造では５０年程度とします。 

なお、目標耐用年数を８０年程度と定めるものの、建築から６０年を目安に構造躯

体のコンクリート強度の再調査を行い、老朽化実態の把握に努めます。 

 

            表７ 目標耐用年数の一覧表 

 

 

 

（２）改修対象の施設 

大野市小中学校再編計画に基づき、学校再編後の中学校２校（開成・陽明中学校）、

小学校７校（有終西・有終南・有終東・下庄・上庄・富田・和泉小学校）を、改修対

象の学校施設とします。 

なお、学校再編により廃校を予定している小中学校は改修を予定していませんが、

再編まで児童生徒や教職員が安全・安心に学校生活を送ることができるように施設の

必要な補修は適宜に実施し、適切に維持管理します。 

 

（３）改修の基本方針 

改修対象の全ての小中学校は、建物の構造躯体は健全で、今後適切に維持管理する

ことで８０年程度利用できることから、現時点で学校施設の改築（新築）や構造躯体

の改修は実施しません。 

構造躯体以外の建物の屋根や屋上防水、外壁、内装仕上げ、電気設備、機械設備な

どについては、それぞれの学校の劣化状況に応じて必要な改修を行うこととします。 

なお、目標耐用年数を８０年程度とするものの、次期再編を検討することも考慮し、

必要最小限の改修にとどめます。 

 

建物の構造区分 目標耐用年数 

鉄筋コンクリート造（ＲＣ造） 
８０年程度 

鉄骨造（Ｓ造） 

木造（Ｗ造） ５０年程度 
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（４）改修の内容 

    児童生徒が安全・安心に過ごすことを第一に、より良い教育環境を整備するため、

改修に当たっては、「建築物のライフサイクルコスト（一般財団法人建築保全センター

発行）」による改修周期を参考に、学校施設ごとに現状を確認しながら、改修内容を決

定します。 

なお、学校施設の改修においては、これまでのような施設の不具合が発生した後に

実施する事後保全型管理から、不具合を未然に防止し経費削減を図る予防保全型管理

への転換も踏まえながら、その改修内容を決定することとします。  

 

表８ 学校施設の改修内容及び改修周期一覧表 

学校施設の目指すべき姿 学 校 施 設 の 改 修 内 容 

区  分 内   容 改 修 項 目 改修周期 主 な 改 修 内 容 

①安全・安

心な施設 

安全・安心に過ご

すことができる学

校を目指します。 

屋根・屋上防水 20～30 年 屋根・屋上防水シートの更新 

外壁 15～30 年 塗装剥がれ、タイル浮き・ひび割れの改修  

内壁・床 30年 塗装剥がれ、床の剥がれ・ひび割れの改修  

防火・消防設備 20～30 年 更新・法改正で改修が必要となるもの 

放送(非常警報)設備 20～30 年 放送設備等の更新（電話設備含む。） 

給排水設備 20～30 年 受水槽等の給水設備、排水設備等の更新 

電気設備 20～30 年 キュービクル・分電盤・配線等の更新 

換気・排煙設備 20～30 年 機械換気・排煙設備等の更新 

特定天井への改修 － 法改正に伴う特定天井対策の実施 

非構造部材耐震化 － 非構造部材の耐震化対策の実施 

電子錠・防犯カメラ 10～20 年 防犯のため玄関等に電子錠・カメラを設置  

②教育環境

の充実 

大野市が目指す学

校教育を実現する

ため、最適な教育

環境を提供するこ

とができる学校を

目指します。 

普通教室・特別教室 20～30 年 
建具等の更新を含む、多様な指導方法に

対応した教室の整備 

特別支援教室 20～30 年 特別支援学級の児童生徒に配慮した教室整備 

体育館 20～30 年 
体育設備の更新を含む、多様な指導方法

に対応した体育館の整備 

図書室 20～30 年 本棚等の改修・空調設備の設置等 

ＩＣＴ環境 － アクセスポイントの移設等 

グラウンド 30年 表土・フェンス・掲揚台・排水等の更新 

テニスコート 30年 表土、・フェンス等の更新 

プール 30年 プール槽塗装、プールサイド改修等 

プール設備 30年 プールろ過機の更新等 
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（ ※改修周期は、一般財団法人建築保全センター発行「建築物のライフサイクルコスト」から引用 ） 

学校施設の目指すべき姿 学 校 施 設 の 改 修 内 容 

区  分 内   容 改 修 項 目 改修周期 主 な 改 修 内 容 

③生活環境

の向上 

健康で豊かに過ご

すことができる学

校を目指します。 

また、障がいのあ

る児童生徒・教職

員が安全かつ円滑

に過ごすことがで

きる学校を目指し

ます。 

トイレ（衛生器具） 30年 多機能トイレ設置、乾式化・洋式化改修 

スロープ・手摺 － スロープ・手摺改修（バリアフリー化） 

エレベーター 30年 車いすを使用する児童生徒のため EV 設置 

空調設備 15～20 年 
利用頻度が高い教室等に空調設備を移

設・整備、また老朽した空調設備の更新 

ボイラー設備 20～30 年 暖房用等ボイラー設備(送油管含む)の更新  

流し・水栓 15～30 年 利用状況に応じた水栓への更新等 

下足棚 30年 玄関下足棚等の更新 

車庫・倉庫整備 30～50 年 スクールバス用車庫・学校倉庫等の整備 

駐輪場・駐車場整備 30年 駐輪場の更新、駐車場の舗装整備 

外構の整備 30年 外構(排水溝・門扉等)更新 

④脱炭素化 

「大野市ゼロカー

ボンシティ」の実

現を目指します。 

ＬＥＤ照明 15～30 年 省エネに配慮した照明への更新(ＬＥＤ化)  

窓ガラス 30年 二重サッシへの更新（飛散防止フィルム貼付を含む） 

断熱化 － 内壁等の断熱化による省エネ化 

太陽光発電 15～25 年 再生可能エネルギーの導入 

設備の省エネ化 － 空調設備の省エネ化等の実施 

県産材活用(木質化) － 県産材を活用し内装の木質化を図る 

 

 

  

【廊下の塗装剥がれ】 【外壁の劣化】 
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６ 改修の実施計画 

（１）改修の優先順位 

   学校施設の改修においては、再編の受入側となる開成中学校、陽明中学校、有終南

小学校、下庄小学校、富田小学校を優先します。 

  この他の学校施設については、施設の劣化状況を勘案し、有終西小学校及び有終東

小学校を優先して改修を行います。 

 

（２）年度別改修計画 

令和４年度から令和１３年度までの学校施設の改修を表９のとおり計画します。 

まずは令和３年４月１日に乾側小学校と再編した下庄小学校と、令和６年度に再編

予定の開成中学校及び陽明中学校の改修を行います。次に令和８年度に再編予定の有

終南小学校、富田小学校の順で改修を行います。 

なお、改修工事の内容を決定するため、事前に詳細調査及び実施設計を行います。 

表９ 年度別改修計画表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）廃校舎の利活用 

    小中学校再編計画の改訂に伴い、中学校は令和６年４月に上庄中学校、尚徳中学校、

和泉中学校が廃校になる予定となっています。また、小学校は、令和８年４月に小山

小学校、阪谷小学校が廃校になる予定となっています。 

   学校再編による廃校により、和泉中学校を除く各小中学校施設においては、学校敷

地に借地がある場合には、その土地は所有者に返還することを原則とします。 

また、廃校舎の利活用については、関係者と協議の上、その活用方法を決定します。 

なお、和泉中学校は和泉小学校と併設されていることから、引き続き和泉小学校舎

などに活用することを計画しています。 

※有終西小、有終東小、上庄小、和泉小中学校の改修予定年度は、各種調査の結果に基づいて 

設定しています。 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

下 庄 小 学 校 38年

開 成 中 学 校 49年

陽 明 中 学 校 51年

有終南小学校 44年

富 田 小 学 校 21年

有終西小学校 20年

有終東小学校 48年

上 庄 小 学 校 46年

和泉小中学校 25年

計　　画　　予　　定　　年　　度
学 校 名

改修初年度
の建築経過
年　　　数

中学校再編 小学校再編
詳細調査(内容決定)･実施設計

改修工事
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【役割分担】 

Ａ 学   校： 

教職員・施設管理員により施設・設備の機能や

外観的な異常の発見と教育委員会へ情報報告 

Ｂ 教育委員会： 

学校からの異常個所の確認と対処、定期点検を

専門事業者に依頼 

Ｃ 専門事業者： 

教育委員会、学校と連携して依頼された定期点

検を実施、異常個所を報告 

Ａ

学　校
（施設管理員・教職員）

Ｂ

教育委員会

Ｃ

専門事業者

安全・安心・快適な

学習・生活環境の構築
補
修
依
頼

実
　
施

軽
微
な
補
修
依
頼

点検・補修等依頼

実施報告

報
　
告

７ 計画の継続的運用方針 

（１）情報の整備と活用 

児童生徒や教職員の安全・安心で快適な教育や生活環境を維持するためには、管理

計画に基づき、学校施設の改修を着実に行うだけではなく、計画的に施設の点検・補

修を行い、不具合を未然に防止する予防保全型の管理を行うことが重要になります。 

このため、各設備の法令定期点検を適切に行うことはもとより、学校施設の劣化状

況調査を３年ごとに実施し、劣化状況評価を見直し、施設全体のマネジメントに活用

します。 

 

（２）施設の維持管理体制 

学校施設を適切に維持管理するためには、

教育委員会、学校、定期点検を実施する専門

事業者などとの協力と連携が重要になりま

す。 

小中学校には教職員や施設管理員が日中

に滞在しています。特に施設管理員において

は、日常的な施設・設備の点検を行い、施設

の異常を早期に発見し、教育委員会に速やか

に報告することとします。 

専門事業者については、速やかに点検、補

修を実施し、教育委員会及び学校に結果など

を報告することとします。 

大野市教育委員会においては、管理計画に

基づき学校施設の改修を進めるとともに、学

校及び専門事業者と協力及び連携しながら、

施設の適切な維持管理に努めます。 

 

（３）フォローアップ 

管理計画では、学校施設の老朽化状況を踏

まえ、改修の優先順位を設定して、施設を適

切に維持管理することとしています。 

今後は、学校教育を取り巻く環境の変化や

児童生徒数の動向など、将来変化を反映する

ため、必要な見直しを適宜に実施します。 

  

図８ 施設の維持管理体制 
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